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親会社等に関する事項について 

 

１．親会社の商号等 

 （平成 20 年３月 31 日現在） 

親会社等 属性 
親会社等の議決権
所有割合（％） 

親会社等が発行する株券が 
上場されている金融商品取引所等 

ソフトバンク株式会社 
（コード：9984） 

親会社 
59.5 

（59.5） 
株式会社東京証券取引所 市場第一部

（注）１ 議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合の内数であります。 
２ ソフトバンク株式会社の間接所有割合の 59.5％は、中間持株会社であるソフトバンク 

メディアマーケティング ホールディングス株式会社保有分 55.3％（所有株数 34,858
株）及び、ヤフー株式会社保有分 4.2％（所有株数 2,616 株）の合計であります。 

 

 

２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 
 

(1) 親会社等の企業グループにおける当社の位置付け、親会社等やそのグループ企業との取引関係

や人的・資本的関係 
 

ソフトバンク株式会社は、その子会社であるソフトバンク メディアマーケティング ホール

ディングス株式会社及びヤフー株式会社を通じて、平成 20 年３月 31 日現在、発行済株式総数

に対する議決権の 59.5％を保有しており、同社は当社グループの実質的な親会社であります。 

当社はソフトバンクグループの中で唯一、インターネット上で IT 関連情報を提供するメディ

ア運営を専業とする企業であり、同社グループが今後拡大強化していくインターネット上のコ

ンテンツ企業の代表的な一社です。 

平成 20 年３月 31 日現在における当社の役員９名のうち１名は、その豊富な経験を基に監査

体制強化等を目的として、ソフトバンクグループから招聘したものであります。その者の氏名

ならびに当社、ソフトバンクグループにおける主な役職は以下のとおりであります。 

当社グループは、第９期連結会計年度（自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日）

においてソフトバンク クリエイティブ株式会社への広告販売等の取引のほか、ソフトバンクグ

ループとの間で取引関係がありますが、これらの取引金額は当社の連結売上高や外部へ支払う

費用の規模から比較して軽微な金額であります。 
     

当社における役職 氏名 ソフトバンクグループにおける主な役職 

監査役（非常勤） 下山 達也 
ソフトバンク メディアマーケティング ホールディング
ス(株) 取締役 

  ソフトバンク クリエイティブ(株) 取締役管理本部長 



(2) 親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約､リスク及びメリット、親会社等やそ

のグループ企業との取引関係や人的・資本的関係などの面から受ける経営・事業活動への影響

等 
 

当社の事業活動を行う上で、ソフトバンク株式会社からの承認事項などはなく、同社からの

制約はありませんが、管理業務（人事・総務等）において親会社のノウハウや助言を得られる

ことは、強固な社内管理体制の整備に有用であると考えております。 

 

 

(3) 親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、親会社等やそのグループ企業との

取引関係や人的・資本的関係などの面から受ける経営・事業活動への影響等がある中における、

親会社等からの一定の独立性の確保に関する考え方及びそのための施策 
 

ソフトバンクグループにおいて、当社グループと類似の事業を行なっている事業会社は現時

点では特に存在しておりません。当社は、ソフトバンク株式会社の事業領域のうちのメディア・

マーケティング事業において中核企業として位置づけられておりますが、同社は傘下の子会社

の事業領域を尊重し、グループ各社はそれぞれが担っている事業分野を互いに侵食しない経営

方針を原則として維持しております。 

 

 

(4) 親会社等からの一定の独立性の確保の状況 
 

事業活動を行なう上でソフトバンク株式会社からの承認事項などはなく、当社グループは編

集、記事制作、インターネット広告における営業活動等、すべての業務を独自に展開しており

ます。またソフトバンクグループからの役員の兼務状況は当社独自の経営判断を妨げるもので

はなく、一定の経営の独立性は確保されていると認識しております。 

 

 

(5) 親会社等との取引に関する事項 
 

親会社等との取引に関しては、開示すべき重要な取引はありません。  

 

以  上 


